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      学   科： 地域環境政策学科 
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学歴等のプロフィール 

① 【 主 要 学 歴 】② 【 学  位 】 ③ 【  所 属 学 会  】④ 【 主要な社会的活動 】 

① 慶應義塾大学大学院 経済学研究科 博士課程単位取得退学 

② 修士（経済学） 

③ 日本経済学会、日本金融学会、生活経済学会 

④ 沖縄労働局地方労働審議会委員、財務総合政策研究所客員研究員 

沖縄県振興審議会総合部会委員（平成 20 年～22 年） 

平成 20 年度駐留軍用地跡地の計画的利用推進制度に関わる検討委員会委員（平成 21 年） 

NPO 法人知の風連携科目「金融理論と実務の基礎」講師 

 

教育活動等 

主な教育活動 年月日 摘要 
1. 教育活動・方法の実践例 
１） 担当講義 

「金融論Ⅰ・Ⅱ」 
「国際際金融論Ⅰ・Ⅱ」 
「地域セミナー」 
「演習Ⅰ」 
「演習Ⅱ」 

 
 
 
 
２） 生活支援 
３） キャリア支援 

 
１）2007 年 4 月 
～現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
２）2007 年 4 月 
～現在 
 
３）2010 年 4 月 

 
１）「金融論Ⅰ・Ⅱ」、「国際際金融論Ⅰ・Ⅱ」は、3
年次対象の専門科目で、毎年 100～160 名の受講者

数がある。この講義では金融実務者の講演を実施し

ている。「地域セミナー」は受講者 20 名弱の少人数

の講義で、フィールドワークを取り入れ、学生独自

でヒアリング調査を行い報告する。「演習Ⅰ」「演習

Ⅱ」では、コンテスト応募を目標に論文作成を行う。

さらに学外講師を招いてＦＰ3 級対策講座を行い、

資格取得を後押しする。 
 
２）演習を通じて講義時間内外を活用し個別に生活

指導を行っている。 
 
３）キャリア支援委員を担当し、学科で先輩と後輩

 



～現在 の交流を主とするキャリアセミナーを企画・運営し

ている。 

2. 作成した教科書、教材、

参考書 
－ 特になし 

 
3. 学生支援活動 
１） 学習支援 
２） 生活支援 
３） キャリア支援 
４） サークル・部活動 

 
１） 
2007 年 8 月 
2007 年 4 月 
～2008 年 3 月 
 
２）2007 年 4 月 
～現在 
 
３）2010 年 4 月 
～現在 
 
４）2007 年 4 月 
～2008 年 3 月 

 
１） 
海外語学文化セミナー引率 
1 年次数学補講講師担当 
 
２）演習担当 
 
３）キャリア支援委員担当 
 
４）女子フェンシング部顧問 

4. 学外での教育活動 
１）非常勤教員（名桜大学、

琉球大学） 
 
２）NPO 法人「知の風」主

催 5 大学連携講座「金融理

論と実務の基礎」講師 

 
１）2010 年 10 月 
～2011 年 2 月 
 
２）2009 年 9 月 
～現在 

 
１）非常勤講師担当科目 
名桜大学「国際金融論」 
琉球大学「金融論特殊講義Ⅳ」 
 
２）県内五大学による連携講座の講師を担当し、県

内学生に対する金融分野の教育強化に貢献した。 
5. 教育改善活動（FD など） 
１）授業評価アンケート 
２）授業改善計画書の提出 

2007 年 4 月～現

在 
授業評価アンケートを毎年実施し、それを踏まえ

て、改善計画書を作成、提出している。 

 

研究業績等 

【 主要論文及び主要著書 】  

・「企業会計と税法会計の乖離とコーポレートガバナンス」、 平成 19 年 3 月、金融財政事情研究会 

『企業統治の多様化と展望』第 10 章、共著。 

・“An Evaluation of Japanese Banks Overseas Business under BIS Regulation”、平成 20 年 12 月 

横浜経営学会『横浜経営研究』Vol.29 No.3、共著。 

・「銀行貸出におけるスイッチング・コストの推定―信用金庫データを用いて―」、平成 21 年 9 月、 

沖縄国際大学『経済論集』第 6 巻第 1 号、単著。 

・「リレーションシップ構築コストと金利に関する実証分析」、平成 22 年 2 月、九州大学経済学会 

『経済学研究』第 76 巻第 5 号、単著。 



 

研究分野  

金融論 

 

【E メール・ホームページ等】 

ituko＠okiu.ac.jp 

                               平成 23 年 6 月 30 日現在 


